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日本の水産資源は将来どうあるべきなのか？本

稿では，資源量推定がなされている日本の主要な

水産資源でMSY管理基準値を推定した研究例を

紹介する．それを通じて，日本の主要な水産資源

の現状を概観し，今後の目指すべき管理目標につ

いて議論する． 

1．日本の資源状態はどのくらい悪いの

か？または良いのか？

目標を決め，それを見据えた資源管理をおこな

う上でまず重要なことは，現状を正しく認識する

ことである．現在が非常に良い状態にあるのであ

れば，将来の目標は「現状維持」で良いだろう．し

かし，現状が非常に悪いという認識があるのであ

れば，現状を悪くしている原因を取り除き，「理想

的な目標」に向かう努力が必要である．

1-1 水産白書の中の日本

では日本の水産資源の現状はどのようになって

いるのだろうか？まず，日本の水産の動向や水産

に関する施策がとりまとめられている水産庁発行

の「水産白書」を見てみよう．そこには，1965年

から 2016年までの日本国内における漁業生産量

のグラフがある（図1a）．国内の漁業・養殖業の

生産量は1970から1980年代がピークで，それ以

降は右肩下がりになっている．この図は多くの学

会発表やメディア上で，日本の「水産業の衰退」

の象徴としてよく引用されている．

しかし，日本の「水産資源そのもの」の正しい

現状認識を得るのに，図 1は十分な情報だろう

か？漁獲量は，海の中の資源量が少なければ少な

いほど平均的に少なくなるものではあるが，資源

量が同じ場合でも，漁獲にかける労力（漁獲に対

する強度・漁獲圧）が少なくなれば漁獲量は少な

くなる．そのため，漁獲量の減少が資源量の減少

の結果とは限らない．水産資源の量がどのような

状態になっているかを知るには，もっと詳しい情

報が必要である（ヒルボーン・ヒルボーン 2015[1], 

Pauly et al. 2013[2]）．

そこでさらに水産白書をめくると今度は図1b

のような情報が見つかる．これは水産研究・教育
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機構が水産庁からの委託事業「我が国周辺水域の

漁業資源評価（http://abchan.fra.go.jp/）」で実施し

た資源評価の結果に基づいて作成された図であ

る．図1bも，多くの主要な水産資源が「低位」水

準にある「悪い」現状を紹介するのに頻繁に引用

されている．図1bは，資源評価によって推定され

た資源量や資源量指標値をもとにしているので，

漁獲量だけの図1aよりも資源そのものの現状を

より正確に反映していると考えられる．

しかしこれも，日本の水産資源の現状を客観的

に把握し，それにもとづいて将来の目標を決め，

それを達成するためにどのようにすれば良いか，

までを考えるためには十分な情報とは言えない．

図1bは，資源量や資源量指標値にもとづいて現在

の水準を高・中・低の3つの区分に分類している

が，それぞれの水準の境界がどのような基準に

よって定義されているのかが水産白書には書かれ

ていないi)．さらに，低位水準の資源が多いのは

獲りすぎのせいなのかどうかもわからない．

1-2 世界基準から見た日本

そこで筆者らは，世界で一般的に用いられてい

る基準を使って日本の主要な資源の状態を評価し

直し，さらに，日本の状態を世界の他の地域と比

較した（Ichinokawa et al. 2017[3]）．本稿では，この

論文の結果の概要について解説する．

「世界で一般的に用いられている基準」とは，本

特集号における重要なキーワードのひとつであ

る最大持続生産量（Maximum Sustainable Yield，

MSY）である．Ichinokawa et al. [3]では，資源評

価によって資源量が推定されている37の主要な

系群（日本の全漁獲量の約60%に相当）を対象に，

再生産関係を仮定した確率的な将来予測などの手

法を用いてMSY管理基準値を計算した．ここで

言うMSY管理基準値とは，MSYを達成するとき

の親魚資源量（BMSY）とそのときの漁獲率（漁獲

量÷資源量，UMSY）である．過去から現在に至る

までの資源量（B）や漁獲率（U）とMSY管理基

準値を比較することによって，過去または現在の

資源量や漁獲率がMSYを達成する水準と比べて

どのくらいの位置づけにあるかがわかる（図2）．

一般に，MSY管理基準値の推定は困難で，再生産

関係などの仮定によって値が大きく変わってしま

う問題がある．本研究では，さまざまな再生産関

係をあてはめたときのMSY管理基準値の頑健性

を検討し，再生産関係の仮定によらないいくつか

の一般的な結論を得た．
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図1　平成29年度水産白書 (http://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/)より転載.  (a) 我が国の漁業・養殖業の生産量の推

移 (図II-2-1).  (b) 我が国周辺の資源水準の状況と推移 (資源評価対象魚種, 50魚種84系群) (図II-1-1). 

-----------------------------------------------
 i) 実際には, それ以下では加入が極端に減ってしまうた

めに資源管理を強化するための閾値 (Blimit) が資源ごと

に設定されており, 低位と中位の境界としてBlimitが利用

されている. また, 情報が少ないためにBlimitが設定され

ていない資源については, 資源量または資源量指標値の

時系列を3分割したときの下3分の1の境界を低位と中

位の境界としていることが多い. 中位と上位の境界は, 
時系列を3分割したときの上3分の1にあたる資源量ま

たは資源量指標値が用いられていることが多い. 
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それは，

・最近年の資源量と漁獲圧 : 半数以上の資源で

資源量は0.5BMSYよりも少ない（0.5BMSYは米国

における乱獲状態（overfished）の閾値）．また，

やはり半数以上の資源で漁獲圧はUMSYよりも大

きい（UMSYは米国における乱獲中（overfishing）

の閾値）．

・資源量と漁獲圧のトレンド : 2000年初頭と比

較すると資源量は微増，漁獲圧は減少傾向にあ

り，この傾向は統計的にも有意であった．特に，

TAC対象資源の漁獲圧の減少傾向は，TAC非対象

資源の減少傾向よりも有意に大きく，TAC管理に

よってたしかに漁獲圧が削減されていることが示

された．

つまり，日本の水産資源の状態は，MSY水準と

比較すると良くはない（資源量は少なく，漁獲率

は高い）ものの，漁獲圧が下がっていることで多

少は改善されつつあるということである．また，

日本と世界を比較すると，日本全体の状態は東大

西洋（欧州）とほぼ同じくらいの状態であった．

さらに，世界の他の地域の資源状態を見ると，

それは「欧米」とひとくくりにまとめられるもの

でなく，地域によってさまざまであることがわか

る（図2，Hilborn and Ovando 2014[4]）．たとえば，

漁業の歴史が長いアメリカ東海岸では1990年代

半ばまでは欧州や今の日本と同じくらい資源量が

少なく，漁獲率が高い状態にあった．しかし，ア

メリカで資源管理が強化された1990年代から漁

獲率が大幅に減少している．一方で，アメリカの

西海岸では，漁業の歴史が短いため，東海岸に比

べて資源量が高く漁獲率が低い状態だったが，近

年には漁獲率が徐々に増加している（Melnychuk 

et al. 2013[5]）．日本と同程度の資源状態にあり，

やはり漁業の歴史が長い欧州では，近年の漁獲管

理方式の変更（Fernandes and Cook 2013[6]）やMSY

ベースの管理システムへの移行（Mesnil 2012[7]）

が2000年以降の漁獲率の減少に反映されている

ようである．

世界の水産資源の状態についてのグローバルな

解析結果は，2009年以降，インパクトの高い科学

論文雑誌で数多く発表されるようになってきた．

そのきっかけを与えたのは，世界の資源評価結

果を集積したRAM Legacy Database（Ricard et al. 

2012[8]）と，そのデータベースを用い，漁業管理

がきちんとなされている地域では資源が回復傾向

にあることを示したWorm et al.（2009）[9]の論文

である．Worm et al.（2009）[9]の論文の解析時に

はデータベースに日本の資源評価結果が登録され
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図 2　MSYを用いた日本と世界の資源状態の比較. 左 : 資源量推定値をMSYを達成するときの資源量で割った値 
(B/BMSY). 右 : 漁獲率 (漁獲量÷資源量) をMSYを達成するときの漁獲率で割った値 (U/UMSY). 各地域の線は複数資源の中

央値を示す. 日本の結果はHockey-Stick型の再生産関係式を使った場合の結果. Ichinokawa et al. (2017) のFig. 5を改変. 



ておらず（アジア地域全体でも登録件数はゼロ

だった），Worm et al.（2009）[9]が示した「世界」

に日本は含まれていなかった．しかし，現在で

は，「我が国周辺水域の漁業資源評価」の資源評価

結果とIchinokawa et al.（2017）で推定されたMSY

管理基準値がこのデータベースに登録され，世界

で利用されている．

日本と世界を比較することでわかってきた日本

の水産資源の特徴をもう一つ紹介しよう．図 3

は，今回解析対象にした日本の37系群で仮定され

ている自然死亡係数（M）とUMSYを，RAM Legacy 

Databaseで登録されている世界の他の資源の値と

比較したものである．世界の資源のMは0.1から

0.2の範囲が最も多い一方，日本では0.2から0.4

の範囲にある資源が多い（図3a）．Mが大きいと

いうことは，自然に死んだ分を埋め合わせる力が

強い，つまり，生産性がそれだけ高いことを示し

ている．それに応じて，UMSYも世界の他の地域

に比べて日本のほうが高い（図3b）．これは，日本

がマサバやマイワシなど，生産性の高い小型浮魚

類を主に漁獲利用しているためと考えられる．し

かし，さきに見たように，日本の水産資源の高い

生産性は現在，有効利用できていない状況にある

のである．

2．目標としてのMSY

世界で利用されているMSY管理基準値という

客観な尺度を用いて日本の資源を評価しなおすこ

とで，漁獲量のトレンドや水準判断による資源動

向（図1）だけからは得られなかった様々な情報

を得ることができた．まず，日本が世界の中でど

のような位置づけにあるかが比較できた（図2）．

さらに，資源量だけでなく，漁獲率（図2右）を

UMSYと比較することで，現状の漁獲圧の多寡も

評価することができた．その結果，日本の主要な

水産資源には，平均的に，MSYを達成するときの

漁獲圧よりも高い漁獲圧がかかっており，資源量

はMSYを達成するときの資源量よりも少ない状

況にあることがわかった．

では，それをふまえて，日本の水産資源の将来

の目標はどのようなところにおけば良いだろう

か？Ichinokawa et al.（2017）をもとに，現状を図4

のように整理してみた．現状は，① 漁獲圧が高す

ぎて，資源量も持続的に得られる漁獲量も減って

しまっている状況にある．したがって，今後，漁

獲量の増産を目指すのであれば，② 漁獲圧を下げ

て資源が回復してから漁獲する必要がある（ただ

し，資源が回復するまでは漁獲量は少なくなる）．
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図3　自然死亡係数 (M)  (左) とMSYを達成するときの漁獲率 (UMSY)  (右) の日本 (上) と世界 (下) の比較. Ichinokawa et 
al. (2017) のFig. 6を転載. 



それによって，70万トン程度の増産が可能かもし

れない．漁獲量の増産の程度は将来予測の中の

様々な仮定に依存するものではあるが，どのよう

な規模での増産が潜在的に可能なのか，また，そ

のためにどの程度漁獲圧を削減する必要があるの

か，というビジョンを得るためにはこのような試

算が重要である．Costello et al.（2016[10]）はRAM 

Legacy databaseを用いて日本を含む世界の水産資

源で同様の試算をしており，この研究からも，日

本の水産資源の潜在能力が非常に高いことが示

されている．

3．目標の合意形成にむけて

国連海洋法条約やTAC法で謳われている目標

水準は漁獲量を最大にするBMSYとなるが，漁獲

量以外の管理目標も考慮したい場合には，BMSY
以外の資源量が目標水準としてより合意しやすい

場合もある．また，BMSYを目標水準とする場合

でも，目標を達成したときには漁獲量が最大化さ

れるだけでなく，ほかにどのような変化が資源に

おこるのかを可視化することで合意形成が促進さ

れることが期待される．

図5は，マアジ太平洋系群の資源評価結果（渡

邊ら，2017[11]）をもとに，さまざまな漁獲圧のも

とで達成される平衡状態における資源の状態を試

算した結果である．細かい点は個々の資源の生活

史パラメータなどに依存するが，以下のような傾

向はどんな資源でも共通である．漁獲圧（漁獲努

力量）が減少（図5c，黒線）するに従って，

・ 平衡状態における親魚資源量（図5横軸）総

    資源量（図5a）は増加する．総資源量の増加

    は，魚の密度が高くなったり，分布域が拡大

    したりすることにより，漁獲効率の増加にも

    反映される；

・ 高齢魚が全体の資源量や漁獲量に占める割合

    は増加する（図5ab）；

・ 長期的な平均漁獲量（持続漁獲量）はBMSY 

       まで増加し，その後減少する（図5b）；

・ 大型魚が増えて高齢魚の資源量が増えること

    により，漁獲量と資源量の変動係数（図5c，  

       点線）は減少する．

とくに，資源量が増えることで生じる漁獲効率の

向上・高齢魚の割合の増加・漁獲量の安定性の増

加は漁業経営やコストの面からも歓迎される変化

であろう．目標水準の達成により，漁獲量だけで

はないさまざまなメリットが生じることをもっ

と考慮し，目標水準の合意形成の場で利用すべ

きである．

また，縦軸に持続漁獲量をプロットした図5bは

収量曲線（yield curve）と呼ばれ，MSYの概念を

説明するときにこのようなお椀型の曲線が模式的

に示される（例えば図4）．図5bはそれを実際の資

源で推定したものであるが，注目すべきはこの収

量曲線の頂上付近がかなり平坦になっており，

BMSYより少し親魚資源量が増えても・減っても持

続漁獲量がほとんど変わらないという点である．
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図4　MSYと日本の位置づけにつ

いての概念図. 横軸は漁獲圧を一

定にしたときの平衡状態における

資源量で, 漁獲圧が小さいほど平

衡資源量は大きくなる. 縦軸はそ

のときに得られる持続的な漁獲

量. 将来得られる持続漁獲やMSY
のレベルは再生産関係の仮定に

よって大きく変わるが, ここでは

最も保守的なホッケー・スティッ

ク再生産関係式を用いた場合の推

定結果をもとにした. 



とくに，ある親魚資源量までは直線的に加入量

が増加し，その後は加入量が一定となるホッ

ケー・スティック型再生産曲線を仮定した場合に

は，この収量曲線の頂上付近が平らになる傾向

が強いが，他の再生産曲線を仮定した場合でも，

程度の差はあれこのような傾向が見られる．

Hilborn（2010）[12]は，最大でないにしても「そ

こそこに良い漁獲（Pretty Good Yield, PGY）」を

持続的に得られる範囲をPGYと呼び，以下のこ

とを示した．

・ MSYの80%の漁獲が得られるPGYの範囲

    はかなり広い（メタ解析の結果では漁業なし

    のときの資源量（B0）の20‒50%）

・ この範囲は個体群の生活史パラメータに対し

    て比較的頑健である

・ 多くの資源評価で「乱獲」の閾値として採用

    されている資源水準もPGYの範囲に含まれ

    ることが多い（つまり，乱獲状態と判断され 

        るような状況でも，持続漁獲量の損失はほと

    んどない）
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図5　 漁獲圧を一定にした場合の平衡状態

における平均親魚資源量 (横軸) と, それに

対応する平均総資源量 (a) ・平均漁獲量 
(b) ・漁獲努力量と漁獲量の変動係数 (c). 総
資源量と漁獲量については年齢別の重量組

成も示した. 下図の左軸は現在の漁獲圧を

1とした場合の相対的な漁獲努力量 (黒線), 
右軸は漁獲量の変動係数 (点線). マアジ太

平洋系群の平成29年度資源評価結果 (渡邊

ら 2017) をもとに試算 (未発表). 灰色の領

域は過去の資源評価で推定された親魚量の

範囲.



その上で，PGYを得られる範囲内で，その他の個

体群動態の特徴（資源の変動や年齢組成），漁業の

状況（漁獲努力量），生態系サービス等を考慮した

目標水準を選択できることも指摘した．Hilborn

（2010）[12]は PGYを MSYの 80%としたが，図

5bでは（80%ではあまりに広すぎるので）MSY

の 90%の範囲をPGYとして示した．それでも，

PGY90%の範囲は約6から18万トンとかなり広く

なった．

では，PGY90%の下限・BMSY・PGY90%の上限

で資源を維持するような管理をした場合，どの程

度のパフォーマンスが得られるのだろうか？ま

た，資源を回復させずに最近年の親魚資源量（2万

トン）で資源を維持した場合はどうなるだろう

か？図6にそれぞれの管理方策をとった場合のパ

フォーマンスを比較した．PGY90%の下限と上

限・BMSYを維持する管理方策では平均漁獲量がほ

とんど変わらない．一方で，資源量（漁獲効率）・

漁獲や資源の安定性・努力量のパフォーマンスは

大きく異なる．また，2015年から漁獲圧を一定に

して将来予測した場合には，長期的な平均漁獲量

と短期的な平均漁獲量のあいだにトレードオフが

生じる．しかし，この試算例のトレードオフは3

年でほぼ解消され，5年・10年の平均漁獲量の順

位は長期的な平均漁獲量の順位と変わらない．さ

まざまなパフォーマンス指標間のトレードオフの

程度は個々の資源の特徴によって異なるため，こ

のような図をそれぞれの資源において実際に作成

して，管理方策・管理目標を検討することが重要

である．

図 5・6のように，複数の管理基準値間でパ

フォーマンスを比較し，トレードオフの構造を明

確化できれば，目標水準に対する合意形成がより

促進されることが期待できる．また，対象とした

資源が資源管理によって将来どのように変わるか

というビジョンも得やすくなるため，管理の実施

に対する漁業者のモチベーションも喚起できるか

もしれない．図5・6は単一種の個体群動態のみを

数値化したが，これに社会経済的尺度や複数種を

考慮した場合の生態系的な視点を加えることも可

能である．たとえば，魚の大きさ別の単価・努力

量に対する雇用人数・コストなどがわかれば漁獲

量だけでなく漁獲金額や利益・雇用人数などもパ

フォーマンス指標として定量化できる．また，対

象資源を生態系の一部として考え，その機能を定

量化することで生態系的な視点から資源管理の効

果を評価することもできるだろう．

漁獲圧を変えることによって個体群動態がどの

ように変化するか，ということはモデルを使った

様々なコンピュータシミュレーションに日々を費

やしている科学者は当然熟知している（Hilborn 

2010）[12]（それでも，実際に計算してみると想定

していなかったような結果が得られることも多

い）．しかし，漁業管理に携わる人や漁業者はそ

うでない（Hilborn 2010）[12]．ステークホルダーが

十分な現状認識をもち，そのもとで合意形成をお

こなっていくこと，そのために科学者がわかって

いることをわかりやすくステークホルダーに伝え

ることが今後ますます重要になるだろう．
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図6　BMSY・PGY90%の下限と上限・2015年の親魚量に

資源を維持したときに得られるパフォーマンスの比較. 
BMSYにおけるパフォーマンスを1として基準化した. 直
近3・5・10年の漁獲量以外の値は平衡状態における平

均値. 親魚量の安定性は, 現行のBlimit (2万3千トン) より

も親魚量が少なくなる年が何年に一度おこるか, 漁獲量

の安定性は平均漁獲量の半分以下の漁獲しか得られな

い年が何年に一度おこるかで定量化した. 
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